
令和６年度国立研究開発法人科学技術振興機構調達等合理化計画の自己評価結果
（対象期間：令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

令和７年６月２７日
国立研究開発法人科学技術振興機構

実施した取組内容とその効果 目標の達成状況（※）
実施において明らかとなった課題と
今後の対応方針

以下の通り

引き続き一般競争入札を原則としつ
つ、以下の通り、事務・事業の特性を
踏まえ適切に随意契約を実施すること
により、適正な調達を目指す。

①研究委託契約等の選定手続における客観性・透明性
の向上と契約金額の適正化
・採択課題等の選定においては、客観性・透明性を確
保するため、可能な限り外部有識者を加えた委員会な
どによる手続を経ることにより適切に実施する。
・契約に際しては、実施計画書等の関係書類を精査
し、その内容の妥当性と研究費等の内訳を確認するこ
とにより、適正な契約締結を行う。

競争的資金等による採択課題等
の選定において、可能な限り外
部有識者を加えた委員会による
客観性・透明性のある適正な手
続を実施するとともに、契約締
結に際して実施計画書等の関係
書類を精査して内容の妥当性と
経費の内訳を確認する等の取組
を継続的に実施している。

引き続き実施していく。

②競争性のない随意契約とせざるを得ない調達の適切
な実施と契約金額の適正化
・契約の性質上、供給者が特定一者であるために競争
性のない随意契約とせざるを得ない調達については、
その理由の妥当性を充分に精査すると共に、より適正
な価格での調達となるよう見積内容を精査の上、可能
な場合には条件・価格等に関する交渉を行う。

「競争性のない随意契約」は、
光熱水費、建物等賃貸借などの
真にやむを得ないものに限ると
ともに、より適正な価格での調
達となるよう見積内容を精査し
て可能な場合は条件・価格等に
関する交渉を行っている。

引き続き実施していく。

③公募手続を経た競争性のある随意契約の適切な実施
と契約金額の適正化
・契約の性質上、履行可能な者が限られる案件につい
ては、競争入札の可能性について慎重に検討の上、そ
れでも履行可能な者が１者しかいないことがほぼ確実
との結論に至った場合には、無理に競争入札に付すこ
とは避け、公募の手続により、当該調達のため必要と
される技術又は設備等を明示して参加者を募ることで
公平性・透明性を確保する。
・上記公募の手続で特定の者だけが事業を実施し得る
ことが確認された場合には、価格根拠等を精査の上、
その者と価格交渉を行った上で契約する。

履行可能な者が１者しかいない
ことがほぼ確実であると認めら
れる案件については無理に競争
入札に付すことは避け、公募手
続を経た競争性のある随意契約
を適切に運用することにより、
公平性・透明性を確保するとと
もに、価格根拠等を精査し価格
交渉を行うことで契約金額の妥
当性を確保している。

今後も一者応札状況等を踏まえ、公平
性・透明性に留意しながら対象範囲の
拡大に努めていく。

以下の通り
以下の通り、引き続き一者応札改善の
取組などを実施することにより、適正
な調達と経費の節減を目指す。

① 競争入札における、一者応札改善の取組（仕様書
の適正化、競争参加資格要件の緩和・拡大、充分な公
告期間等の確保）
・情報システム関係の案件については、その規模、開
発・拡充内容に応じて実績・要員の要件を柔軟に設定
する。特に保守・運用等に係るものについては、上記
に加え、新規事業者の参入を阻害しないよう既存事業
者との業務の引き継ぎ、ノウハウの蓄積のための充分
な準備期間の確保を明記するなど、仕様内容を充実さ
せる。
・調査関係の案件については、過去に実績のある者し
か応札できないような仕様とならないように調査対
象、内容、数量、手段等を明確にする。

・契約を締結してすぐに人員や機材等の配備、会議の
開催、出張等を要する業務や、前年度の受注者からの
引き継ぎを要する業務等の場合においては、事業者が
準備に係る時間を充分に確保できるよう留意する。
・新規に参入する事業者にも配慮して、入札情報及び
入札書の雛形、契約条項等をホームページに掲載する
ことで、応札業者の増加に努める。
・調達予定情報をホームページ等に掲載することに
よって、事業者に予見可能性等を持たせ、入札への参
加拡大を図る。

②履行可能な者が限られる案件における、適正な価格
での契約締結
・契約の性質上、履行可能な者が限られる案件につい
ては、見積内容を精査するなどして、より適正な価格
での調達となるよう努める。

契約の性質上、履行可能な者が
限られる案件については、見積
内容を精査するとともに、必要
に応じ納入実績を照会すること
などにより、適正な価格での調
達となるよう努めている。

引き続き実施していく。

・情報システム関係の案件につ
いては、その規模、開発・拡充
内容に応じて実績・要員の要件
を柔軟に設定するよう配慮し、
保守・運用等に係るものについ
ては、新規事業者の参入を阻害
しないよう既存事業者との業務
の引き継ぎ、ノウハウの蓄積の
ための充分な準備期間の確保な
どについて仕様書に明記するな
どしている。
・調査関係の案件については、
調査対象、内容、数量、手段等
を明確にし、過去に実績のある
者しか応札できないような仕様
とならないように努めている。
・契約を締結してすぐに人員や
機材等の配備、会議の開催、出
張等を要する業務や、前年度の
受注者からの引き継ぎを要する
業務等については、事業者の準
備時間を充分に確保できるよう
留意している。
・新規に参入する事業者も含め
た応札業者の増加に資するた
め、ホームページに入札情報や
入札書の雛形及び契約条項等を
掲載している。
・調達予定情報をホームページ
等に掲載することにより、事業
者に予見可能性等を持たせ、入
札への参加拡大を図っている。

引き続き実施していく。
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【概ね実施】
これまで実施してきた一者応札
等改善の取組みと履行可能な者
が限られる案件における適正な
予定価格設定に係る取り組みに
引き続き取り組むとともに、
２か年度以上連続して一者応札
となっている案件については、
応札しなかった業者に可能な限
りヒアリングするなどして、一
者応札となった理由を把握する
よう努めるとともに、適正な調
達と経費の節減に努めている。

【概ね実施】
研究契約等について透明で適正
な選定手続を実施するととも
に、競争性のない随意契約の適
切な実施や公平性・透明性に配
慮した適切な随意契約（参加者
確認公募など）を心掛けてお
り、適正に随意契約を実施して
いる。

調達等合理化計画で記載した事項

（１）適正な随意契約の実施
令和６年度においては、引き続き①～③の取組を実施すること
で、事務・事業の特性を踏まえた適切な随意契約を実施するこ
とで、適正な調達を目指す。

（２）一者応札への取り組み
令和６年度においては、引き続き①及び②の一者応札改善の取
組を実施するとともに、③の取組を実施することにより、適正
な調達と経費の節減を目指す。



実施した取組内容とその効果 目標の達成状況（※）
実施において明らかとなった課題と
今後の対応方針

調達等合理化計画で記載した事項

③一者応札となった原因の検証及び分析
・一者応札になった案件について、可能な範囲で事業
者（入札説明会に参加したが応札しなかった者等）に
対してヒアリングを実施するとともに、一者応札と
なった要因を分析し、それらの結果を踏まえて改善策
を検討する。
・２か年度以上連続して一者応札が継続し、改善が見
込めない案件については、参加者確認公募への移行の
可能性も含めて改善策を慎重に検討する。

一者応札になった案件につい
て、可能な限り応札しなかった
業者等にヒアリングするなどし
て一者応札となった理由を分析
したが、その限りにおいては、
仕様や手続等に特段の問題点等
は見受けられなかった。
また、昨年に引き続き２か年度
以上連続して一者応札が継続し
改善が見込めない案件について
は参加者確認公募への移行の可
能性も含めて、改善策について
慎重に検討した。

引き続き、一者応札になった案件につ
いて可能な限り応札しなかった業者等
にヒアリングするなどして一者応札と
なった理由を分析するとともに、２か
年度以上連続して一者応札となってい
る案件については改善策について慎重
に検討し、公募の方が適切であると認
められるものについては、確認公募へ
移行するなど、適切に対応する。

以下の通り

①適切な発注単位の調達
　・前年度に一括調達を行った品目については、特別
の事情がない限り、確実に実施する。
・一括調達未実施品目については、一括調達等による
スケールメリットと分割調達による競争性の向上の両
方の観点と、納期や作業タイミング及び履行（又は納
品）場所を踏まえた事務処理の効率化の観点から一括
調達の適否を慎重に検討し、常に適切な発注単位の調
達となるよう心掛ける。（その際、官公需法や障害者
優先調達法等の要請も可能な限り考慮する。）

コピー用紙、ＯＡ経費等につい
て一括調達を実施。印刷等につ
いて適切な発注単位の調達とな
るよう心掛けるとともに、研修
等の場において一括調達等のコ
ストを意識した調達に努めるよ
う周知した。

契約審査委員会にて競争性のな
い随意契約（7件）に加え、確
認公募とする案件（16件）の点
検も行ったが、特段の問題点等
の指摘はなかった。その他、事
前点検の対象外である明らかに
競争性のない随意契約とせざる
を得ない案件等の締結状況につ
いても、別途契約審査委員会に
報告している。

【概ね実施】
契約審査委員会にて競争性のな
い随意契約の点検をするととも
に、事前点検の対象外である明
らかに競争性のない随意契約と
せざるを得ない案件等について
も、別途契約審査委員会に報告
し、随意契約に関する内部統制
に努めている。

今後も継続的に実施する。

物品等の調達については、適切
な契約手続の観点から、予定価
格の多寡に関わらず、契約締結
権限を規程で定められた者（契
約部長、日本科学未来館副館
長、グローバル・スタートアッ
プ・キャンパス先行研究推進部
長）に集中する体制とするとと
もに、要求・契約・検収をそれ
ぞれ別の者が行う体制としてい
る。また、これらの周知・徹底
に加え、調達等合理化計画で記
載した内部統制の観点からの点
検も監査課により着実に行われ
ている。

【概ね実施】
物品等の調達に係る契約締結権
限を規程で定められた者に集中
する体制とするとともに、要
求・契約・検収をそれぞれ別の
者が行う体制としており、これ
らの周知・徹底も行われてい
る。またこれらに加え、不祥事
の発生の未然防止のため監査課
により内部統制の観点に基づく
点検も行われている。

今後も継続的に実施する。

・昨年度に引き続き調達に関す
るマニュアルを機構内の電子掲
示板等に掲載し、周知を図っ
た。
・ガバナンス強化等を目的とす
る契約業務の集約化を着実に進
めるとともに、オンライン等に
より契約事務上の課題・懸案事
項にかかる解決、意見交換及び
情報共有等を行い、契約事務品
質の向上と標準化を推進した。
・契約事務手続の変更等が生じ
た場合には随時事務連絡を行
い、機構内の電子掲示板等に掲
載を行うなど、周知徹底を図る
ための取組を行っている。
・研究員等の関係者に対して
は、必要に応じ、研究倫理研修
等の場や公募要領などにより、
不正使用防止や適切な執行につ
いて周知している。

【概ね実施】
契約事務マニュアルを機構内の
電子掲示板等に掲載するととも
に、契約事務における実務担当
者による契約事務の連絡調整等
を目的とした会合を開催するな
どして周知・徹底を図った。研
究員等の関係者に対しても、必
要に応じ、研究倫理研修等の場
や公募要領などにより、不正使
用防止や適切な執行について周
知した。

今後も継続的に実施する。

※
【概ね実施】：計画に記載した内容を概ね実施した取組
【部分的に実施】：計画に記載した内容を部分的に実施した取組、又は実施に向けて関係部署等（機構内の他部署、他機関）との調整を行った取組
【未実施】：何らかの理由によって計画に記載した内容が実施できなかった取組、又は計画に記載した内容の検討を開始するまでにとどまった取組
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【概ね実施】
これまで実施してきた一者応札
等改善の取組みと履行可能な者
が限られる案件における適正な
予定価格設定に係る取り組みに
引き続き取り組むとともに、
２か年度以上連続して一者応札
となっている案件については、
応札しなかった業者に可能な限
りヒアリングするなどして、一
者応札となった理由を把握する
よう努めるとともに、適正な調
達と経費の節減に努めている。

【部分的に実施】
ＯＡ経費等について一括調達を
実施するなど、適切な発注単位
の調達となるよう留意し、適正
な調達と経費の節減に努めてい
るが、事後点検の結果、事務用
品の購入などにおいて今後改善
の余地がありそうなものが一部
見受けられた。

一括調達の可能なものについては、引
き続き実施していくとともに、細かい
案件も含めできるだけ調達要求の早期
把握に努め、作業タイミング（又は納
期）や履行（又は納品）場所が近い案
件については、調達を取りまとめるな
どし、常に適切な発注単位の調達とな
るよう心掛ける。

（３）効果的な規模の一括調達等の実施
令和６年度においては、①の取組を実施することにより、適正
な調達と経費の節減を目指す。

（１）随意契約に関する内部統制の確立
随意契約に係るチェック機能の確保及び競争性を確保した業者
の選定を担保するため、国の少額随契基準額を超える額の随意
契約を締結することとなる案件については、複数者応募となる
競争性のある随意契約や不落随契等を行う場合を除き、事前に
当機構内に設置された物品等調達契約審査委員会（委員長は契
約担当理事）に報告し、会計規程における「随意契約によるこ
とができる事由」等との整合性や、競争性のある調達手続の実
施の可否の観点から点検を受けることを原則とする。
ただし、政府調達協定の対象外となる比較的軽微な案件や明ら
かに競争性のない随意契約を締結せざるを得ない場合など止む
を得ないと認められる案件の場合には、事後的に物品等調達契
約審査委員会に報告を行うものとする。

（３）不祥事の発生の未然防止・再発防止に係る研修等の実施
当機構では、これまで調達に関するマニュアルを作成している
が、引き続き所属の調達担当職員に対して周知・徹底するとと
もに、適宜見直しを行う。
これに加えて、預け金、契約権限のない研究員による先行契約
といった研究費の不正使用の防止及び適正な執行を行うため
に、調達担当職員のみならず研究員等の関係者に対しても研修
等により適宜必要な周知を行うこととする。

（２）不祥事の発生の未然防止・再発防止のための体制の整備
当機構の物品等の調達については、会計機関の事務を担当する
職位に関する細則にて、適正な契約手続の観点から、予定価格
の多寡に関わらず、契約部長、日本科学未来館副館長およびグ
ローバル・スタートアップ・キャンパス先行研究推進部長に
限って契約の締結が認められている。
検収にあたっては、調達の請求に係る各部署の課長相当職を検
収員に指定して立ち会わせることで、要求・契約・検収をそれ
ぞれ別の者が行う体制としており、これを周知・徹底すること
で実効性を確保する。
この場合、適正な契約手続による内部統制の観点から、各分任
契約担当者が行っている契約事務等について、監査課は定期又
は随時、下記の点に留意して点検を行うこととする。
・適切な決裁の実施（事前決裁を適切に行っているか）
・適切な調達手続の実施（本来ならば一体として契約すべき複
数案件を意図的に分割していないか等）
・見積書の適切な徴収（可能な限り、複数の取引業者から見積
書を徴収しているか）
・書類等の適切な保管（必要な書類が保管されているか）
・検収の適正な実施（納品された物品と納品書の内容が一致し
ていることを確認しているか）


